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の中、日本は6％の削減を目標とし

て掲げ、昨年6月には京都議定書を

批准した。

進んでいる産業部門
対策が必要な民生・運輸部門

わが国の2000年の温室効果ガス排出量実績を見ると、

1990年から8％も伸びている。したがって目標の▲6％

を達成するためには、足元から見れば▲14％もの大幅

環境特集

世界最高水準のエネルギー効率を実現

日本の温暖化防止の削減目標と
取り組みの進捗

1997年に採択された「京都議定書」は、加盟国全体で

第一約束期間（2008年から2012年）までに温室効果ガス

（CO2、メタン等）の排出量を1990年の水準から5％削減

することを目標としている。この期間は大量排出国の中

国やインドの削減目標がないうえに、最大の排出国であ

る米国が京都議定書から離脱したままという厳しい状況

わが国鉄鋼業の取り組み

新日鉄は、第一次石油危機以降、1990年頃までに工程連続
化・設備効率改善・排エネルギー回収などを徹底的に推し進
め、20％を超える大幅な省エネルギーを達成した。その後
も1996年に地球温暖化防止に向けた鉄鋼業自主行動計画を
策定し、CO2削減の取り組みを推し進め、着実に成果をあげ
てきている。今回の特集では、最近の自主行動計画の進捗状
況と、世界トップレベルの省エネルギー技術を通じた国際貢
献活動、さらには新エネルギーの一つとして注目される風力
発電への取り組みについてレポートする。

地球温暖化防止に向けた
新日鉄の取り組み

新日本製鉄㈱環境部長　
小谷勝彦
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な削減が必要ということになる。これまで産

業界では、排出量の80%を占める経団連が対

1990年度横這い（±0％）という目標をほぼ達

成してきている。

深刻なのは民生部門と運輸部門だ。日本の

温室効果ガス排出量は年間約13.3億トン（CO2

換算）だが、その1／4ずつを占める民生部門

（約3.2億トン）と運輸部門（約2.6億トン）が

90年と比べると20％以上も伸びている。家庭

における地道な努力が強く求められるのはこ

のためだ。

鉄鋼業自主行動計画を
着実に実行
――10年間で確かな成果

鉄鋼業の取り組みに高い評価

小谷勝彦環境部長は次のように説明する。

「鉄鋼業は、わが国の最終エネルギー消費量

の約11％（新日鉄は4％）も占めており、私た

ちの削減努力と成果が、わが国の地球温暖化

防止に大きく関わってきます。このため、第

一次石油危機以降、徹底した省エネルギーを

実施してきた鉄鋼業は、1997年に京都で開か

れたCOP3に先駆けて1996年には自主行動計画

を策定し、1990年のエネルギー消費量に対し

2010年に▲10％削減（さらに廃プラスチック

活用で▲1.5％）を目指すことになりました」

昨年、日本鉄鋼連盟が公表した2001年の実

績は、①エネルギー消費量は、2010年度目標

▲10％に対して▲8.5％の減少②CO2排出量で

も▲8.7％の減少と、着実に改善してきた。

「昨年末に行われた学識経験者やNGOの

方々による経団連の第三者評価委員会でも、

鉄鋼業のCO2削減の取り組みと成果に対する

信頼性と透明性が高く評価されました」（小谷

部長）。

社会全般への貢献

2000年までの10年間で、製造工程での省エ

ネルギーおよび廃プラスチック等の有効活用

（1,257万トン－CO2、日本全体の約1％）に加え、

業界の外に対して2000年の断面では、製品・

副産物による他産業や社会貢献（1,200万ト

世界主要国のCO2排出割合 京都議定書で定められた先進国の削減目標 
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世界トップクラス
新日鉄の省エネルギー

多くのエネルギーを必要とする製鉄プロセスにおいて

は、省エネルギーは製造コストを左右する重要な経営課

題であり、これまで新日鉄は効率的なエネルギー利用を

極限まで追求してきた。2度の石油危機を経験した70年代

は、工程連続化による製造エネルギーの削減を図り、70

年代後半から80年代は大型排熱回収設備の開発導入を進

めた。90年頃にはこれらの装備率がほぼ100％に達したこ

とにより、第一次石油危機時点に比べ20％を超える省エ

新日鉄の省エネルギーへの取り組み

◆経団連環境自主行動計画：
経団連が97年に発表した自主的な行動計画。日本鉄鋼連盟を含め経団連傘下の業界

団体ごとに計画が策定され、2010年の産業部門全体での温室効果ガス排出量を90年

実績水準以下に抑えることが目標。産業部門の約80％を占めている。

◆京都議定書：
97年COP3で採択された国際条約。先進国の2008～2012年（第一約束期間）の

温室効果ガス排出量を90年実績から5％削減する。日本の数値目標は6％削減。

国際的に協調して目標を達成するための京都メカニズムを導入する。米国は

7％、EUは8％。

ン－CO2）、国際技術協力による他国の省エネルギー（23

万トン－CO2）、緑化の取り組み（4万トン－CO2）を実

現したことになる。製鉄所を中心とする鉄鋼業の継続的

で地道な努力の成果と言える。

国家・産業間の境界を超えて

「地球温暖化防止への挑戦は、人類にとって21世紀の

最重要課題の一つであり、極めて息の長いレースと言え

ます。最近、環境税をかけたり、企業毎の排出枠を決め

て国内排出量取引をするといった国内施策が話題になり

ますが、温暖化防止はグローバルな問題であり、中国や

米国を含む国際競争力を十分考えた施策が必要です。む

しろ長期的な視点に立った企業の地道な省エネ・技術革

新の促進や国民一人ひとりのライフスタイルの見直し等

が一段と重要になってきます」（小谷部長）。

鉄鋼業の省エネルギーの取り組みと評価 

70年代 80年代 90年代 2000年代 

工程連続化/工程省略（CC、CAPL等） 省エネ（高付加価値化、環境対策等） 

副生ガス回収強化→脱石油 非微粘炭比率拡大（PCI、石炭調湿） 

大型排熱回収設備の導入（TRT、CDQ等） 排熱回収増強（リジェネ等） 
エネ設備高効率化（自家発電、酸素等） 

リサイクル（廃プラ、バイオ等） 工程連続化等 
高付加価値化等 
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鉄鋼業の地球温暖化対策と削減効果 
（2000年度対1990年度） 

業界内の取組み 

省エネルギー 

世界・社会への貢献 

国際的な貢献 

製品・副産物による貢献 

1990年 
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合計 

廃プラスチック処理20を含む 
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君津　コークス発電所　第3号タービン発電設備（47MW）

君津　焼結発電所　第3号発電設備（15MW）

大分　自家発電 第4・5号発電設備（ＧＴＣＳ）（67MW）

ネルギーを実現した。さらに近年では、廃プラスチッ

ク・廃タイヤのリサイクルなど、社会システムの整備と

リンクした新たなエネルギーの有効利用を進めている。

重要となる省エネルギー
社会システムとの連携がポイント

「従来コスト対策として取り組まれてきた省エネルギー

は、企業価値を高めるだけでなく、より多様化し高度化

する顧客ニーズや需要に応えるためにも、ますます重要

な取り組みとなっています」と技術総括部エネルギー技

術グループ小野グループリーダーは語る。

「当社は、70年代の石油危機以降、国内でも先導的に省

エネルギーに取り組んできましたので、生産工程の効率

化や大・中規模の排熱回収はほぼやりつくしています。

したがって、さらに省エネルギーを進めるためには、社

会システムと連携した取り組みが必要不可欠です」（小野

グループリーダー）。

新日鉄の省エネ技術は、他産業で発生する副産物や廃

棄物の再資源化にも活かされている。当社は2000年、容

器包装リサイクル法に基づく廃プラスチックのコークス

炉での再資源化を開始した。

「これまで無駄に焼却・埋め立て処理されていたプラス

チックを、ほぼ完全に再資源化することができる画期的

な手法で、全国の4製鉄所で一般廃棄物の容器包装プラス

チックを受け入れています（処理能力合計17万トン／年）。

また、生産工程で発生する鉄鋼スラグは100％セメント等

の原料として有効活用され、他産業でのCO2抑制に大き

く貢献しています」と小野グループリーダーは強調する。

廃タイヤも、鉄鋼プロセスの中で有効利用されている。

通常の処理が困難なタイヤ中の鉄分も、この方法では有

効な資源としてリサイクルできる。こうした取り組みは、

既存の鉄のプロセスと新たな社会システムを組み合わせ

ることにより可能となったものだ。

新日鉄の製鉄所では、高温排熱はほぼ100%回収されて

いるが、今後は中低温排熱が注目されている。

「現在、温度が低いため活用されていない中低温排熱

は、他の産業や社会生活では十分に有効利用できると考

えています。その実現のためには、今後排熱を地域に配

給するためのインフラの整備や、セクターを越えた産業

の集積（エコ・コンビナート）など、一企業の範囲を超

えた社会的取り組みが重要で、当社も具体的な検討を進

めているところです」（小野グループ

リーダー）。

排熱回収設備

焼結クーラー排熱回収として世界最大

12%の効率改善を実現

最近の省エネルギー事例

技術総括部
エネルギー技術グループリーダー　
小野透

◆CDQ （Coke Dry Quenching）：
乾留後の赤熱コークスを水で消火せず窒素ガス等で消火するとともに、顕熱を回

収する大型排熱回収設備。粉塵が飛散せず（水冷却の100分の1）高品位のコーク

スができる。顕熱は回収・熱交換され電力エネルギーとなる。

◆TRT （Top-pressure Recovery Turbine）：
高炉の炉頂圧でタービンを駆動し、従来活用できなかった圧力エネルギーを電力

として回収する設備。

◆容器包装リサイクル法：
95年に部分施行され2000年に完全施行された一般廃棄物の排出量や最終処分量を

減らし、循環型社会を実現するための法律。消費者、自治体、事業者がそれぞれ

責任を分担、リサイクル費用は国民が負担する。

◆廃プラスチックコークス炉利用法：
プラスチックをコークス炉で乾留することによって、油分（化学原料）、ガス（燃

料）、コークス（化学原料）としてほぼ100%リサイクルする方法。

◆廃タイヤ：
タイヤには、硫黄を多量に含むゴムが使用されている。また、強度を高めるため

にスチールコードが総重量の約14％含まれている。
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世界規模で環境保全と
省エネルギーに貢献する新日鉄の技術

NEDO省エネルギーモデル事業への参画

1997年の「京都議定書」で生み出された京都メカニズムは、省エネや地球環境保全
に関する技術の普及を促進するものだ。日本では、NEDOなどが中心となり、省エ
ネ・環境対策技術の普及活動が数多く行われている。
NEDOの省エネルギーモデル事業は、発展途上国において、日本で既に実用化され
ている省エネ技術の有効性を実証し定着・普及させることにより、最終的に日本のエ
ネルギー供給を安定させるという「エネルギー・セキュリティ」の目的を持っている。
特にアジア諸国の急激な工業化はエネルギー消費の増加を伴うため、省エネ技術を普
及させることは、地球全体としてエネルギーの消費ロスを抑えると同時に、日本への
エネルギー安定供給を保障することにもつながる。
新日鉄がオイルショックを契機に蓄積した省エネ・環境対策技術、ノウハウは、鉄
鋼他社の追随を許さない。新日鉄はNEDOの省エネルギーモデル事業のプロジェクト
を通して途上国への普及を推進し、現在までに中国で5件のプロジェクトを手がけて
おり、さらにいまインドでもプロジェクトが進行中だ。

国際貢献

◆省エネルギーモデル事業：
アジア太平洋地域の発展途上国に対し、エネルギーの有効利用技術の普及を図る

ため、実規模施設の導入と技術の有効性を実証するモデル事業。

3
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企業数 件数 

66 460

欧州中近東 

30 172

アジア 

6 74

アフリカ 

5 97

オセアニア 

27 212

南米 

28 201

北米 
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●技術協力実績（2002年3月末現在；世界50カ国、162社／1,216件） 

aNEDO環境調和型モデル事業 

NEDO省エネルギーモデル事業 

NEDO共同実施等推進基礎調査例 

総合プロジェクト例 

b ～ g

h ～ j

1 7～ 

【ケース1】

中　国
首都鋼鉄

プロジェクト

【ケース2】

インド
TATA製鉄
プロジェクト

◆AIJ （ Activities Implemented Jointly）：
先進国が途上国等におけるCO2 排出量削減プロジェクトに資金、技 術援助を行い、

支援により得られた排出量削減分を先進国の削減分としてカウントする、CDM 等の

パイロット・フェーズとしての経験・知見を積むことを目的とした共同実施活動。
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世界40%のシェアを誇る
新日鉄のCDQ

現在注目を集めている省エネ技術が「コークス乾式消火設

備（CDQ設備）」だ。プラント事業部製鉄プラント営業部中国

営業部の伊藤清春マネジャーは、「CDQはCO2や粉塵を削減し

環境保全に貢献すると同時に、排熱回収による高い省エネル

ギー効果を発揮する画期的な技術です。当社はこの技術の普

及を積極的に進めた結果、CDQの設置数で約40％（41基）と

いう世界一のシェアを誇っています」と説明する。

1997年12月、新日鉄プラント事業部は、NEDOの省エネルギ

ーモデル事業として中国北京の首鋼総公司（首鋼）へのCDQ

設備を受託した。「このモデル事業は、AIJの日本と中国の認

定第1号プロジェクトとして、世界的にも注目されました。日

本と中国から参加した学識者が、CDQ設備による温室効果ガ

ス削減効果を学術的に精査した分析結果が、途上国・先進国

間の温室効果ガス削減のCDMに関する枠組づくりに役立って

特　集

いると思います」（伊藤マネジャー）。

首鋼の第1号機は2001年3月に完成し、CO2換算で年間約11万

トンレベル（設備能力ベース）の省エネ効果をあげている。

独自技術とノウハウで高性能化を実現

中国の第十次五カ年計画には、年間粗鋼生産量が100万トン

以上の製鉄所の60％以上にCDQ設備を導入することが盛り込

まれ、国家プロジェクトとして位置づけられている。

「中国には既に当社が納入したCDQが12基ありますが、首鋼

第1号機はより高い省エネ効果を持つ最新式のCDQ設備で、引

き続き、第2号機も受注しました（2002年2月）。また、武漢製

鉄所からも最新式の大型CDQ設備を受注し（2001年11月）、現

在建設を進めています。これまで当社が培ったさまざまな技術

とノウハウが、いま確実な成果となっています。CDQの導入

で得られる省エネルギー・環境改善効果

はとても大きく、今後も私は地球規模で

の環境保全に貢献する技術の普及に努め

ていきます」（伊藤マネジャー）。

◆CDM（Clean Development Mechanism）クリーン開発メカニズム：
先進国の資金・技術支援により、発展途上国において温室効果ガスの排出削減等に

つながる事業を実施する制度。削減された量の全部または一部に相当する量を先進

国が排出枠として獲得できる。

製鉄プラント分野初の
CDMプロジェクトに向けて

新日鉄プラント事業部は、インドでNEDOの省エネルギ

ーモデル事業として高炉熱風炉排熱回収設備建設プロジェ

クトを進めており、NEDOのCDM（クリーン開発メカニズ

ム）化検討に協力している。また、CDQについても、CDM

化を前提としたプロジェクト実現の可能性を探る。

今回、新日鉄が先駆者としてCDMプロジェクトに取り組

むことができる背景には、数々の技術協力実績などの海外

プロジェクト推進力と、高度な省エネ技術力がある。

「新日鉄のCDQは、品質・実績共にナンバー・ワンだと自

負しています。タタ製鉄所向けに計画中のCDQ設備は

135t/h規模ですが、当社は大型設備建設の経験も豊富で、

自社製鉄所でもCDQを数多く運用していますので、操業や

メンテナンスなどのノウハウをホスト国に提供できます。

プロジェクト終了後のアフターケアが万全なことも、世界

で高く評価されている理由です」と、製鉄プラント営業部

経済協力・製鉄環境対策推進グループの相馬直仁マネジャ

ーは語る。

「このCDMプロジェクトへ向けた取り組みは、最前線の一

番ホットな話題です。プロジェクト実現の暁には、当社と

してCDMに関するノウハウを着実に蓄積していきたいと思

います。このような世界的に大きな意義を持つ仕事に参加

できることを誇りに思っています」（相馬マネジャー）。

プラント事業部では、CDM化に向けた取り組みを進める

ために、2002年4月に経済協力・製鉄環境対策推進グルー

プを立ち上げ、温暖化対策に貢献でき

るプラントの拡販・普及に取り組んで

いる。

プラント事業部　製鉄プラント営業部中国営業部
マネジャー　伊藤清春

プラント事業部　製鉄プラント営業部　
経済協力・製鉄環境対策推進グループ

マネジャー　相馬直仁

CDQプロセスフロー 

コークス炉 

コークス 水蒸気 

発
電
設
備 

製
鉄
設
備 

化
学
プ
ラ
ン
ト 

電力 水 高炉 

CDQ

◆首鋼総公司：
主力製品を鉄鋼に置く中国最大級の企業。鉄鋼部門は中国10大製鉄所の一つに数

えられており、粗鋼生産量は国内第3位で、現在コークス炉を5基保有している

（コークス生産量190万t/年）。
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することとなった。鉄構海洋事業部営業部プロジェクト営
業グループの渡辺正剛グループリーダーは、採用の経緯を
振り返る。
「当社の品質・コスト管理体制が高く評価されました。
もともと当社は、原油やLNGの受け入れ用シーバースや東
京湾横断道路の人工島用ジャケットなど、パイプを使った
鋼構造物の製作を得意とし、鉄構海洋事業の一環としてタ
ワー製作に着手しました。以後、ミーコンが日本で建てる
風車のタワー製作は全て当社が担当することになりまし
た」。その他メーカー分も含め77本のタワーを受注・製作
し、いまでは国内最大のタワーメーカーに躍進している。
製鉄所の自家発電設備や、IPP事業などでの発電実績が
ある新日鉄は、約2年前から風力発電の事業化の検討に着
手した。一方、風力発電専門のベンチャー企業、日本風力
開発（株）（JWD）から共同事業化の要請があり、昨年、同
社と「（株）エヌエスウインドパワーひびき」を設立した。
同プロジェクトは、北九州市の「響灘地区風力発電事業
民間事業者の募集」において採択され、経済産業省の「平
成14年度新エネルギー事業者支援対策費補助金」の交付を
受けた。新日鉄は風力発電設備の建設を担当し、3月から
営業運転・売電を開始する。

100万都市・港湾初の風力発電事業として

EU諸国では1970年代から風力発電が発展しており、2001
年末の段階で日本の約50倍の風車が存在している。デンマ
ークやオランダなどでは、昔から人々の暮らしのエネルギ
ー源として風車・水車が活用され浸透し、余剰電力の売買
も日常的に行われており、国策として補助金などの制度が

RPS（Renewable Portfolio Standard）：
エネルギーの安定供給と環境の保全に寄与することを目的に、電気事業者に対し、販売電力量に応じて一定割合以上の新エネルギー電気の利用を義務づけた制度。新エネ

ルギーとは、政府が認定した設備から、風力、太陽光、地熱、水力、バイオマスなどを変換して得られる電気を指す。平成15年度から施行。

飛躍的な進展が期待される風力エネルギー

2010年度には30倍以上（1999年度比）
の電力供給を目指す

2003年4月、自然エネルギーを導入し地球温暖化ガスを抑
制することを目的に「RPS」が施行され、電力事業者は
2010年に販売電力の1.35％を自然エネルギーから供給する
ことが義務付けられる。米国の一部の州やEU諸国では、
新エネルギー発電の拡大策としてすでに導入されている制
度だ。
「風力エネルギー」は、太陽エネルギーとともに最も有
望視されている再生エネルギーの一つ。地球温暖化対策へ
の関心が高まるにつれ、日本の地形条件の実状にあった風
力エネルギー開発が積極化している。2001年6月には、経
済産業省（総合資源エネルギー調査会）は「新エネルギー
導入目標」を提出し、2010年度には風力発電を従来の30万
kWから300万kWに引き上げることが目標とされた。（2000
年度設備規模14.4万kWの20倍：国内総発電量の約0.2%）

鉄構海洋事業と発電事業の実績をもとに、
事業参入

新日鉄は3月、北九州市若松区の響灘地区で風力発電事
業を開始した。出力1,500kWの発電機（タワー約65m、直
径70m／GE Wind Energy社製）10基で構成され、約1万世
帯の年間電力消費分に相当する3,500万kWhを15年間にわた
り九州電力（株）へ売電する予定だ。
新日鉄鉄構海洋事業部は約3年前、デンマークの風車メ
ーカー・エヌイージー・ミーコン（NEG MICON）からタ
ワー製作を受注し、風力発電に携わるきっかけとなった。
日本に風車が導入され始めた約20年前は、1基当たりの出
力が150～200kWで、タワーはパネルをビス留めした24角形
のものだったが、大出力化に伴い大型化した風車の荷重に
耐え得るパイプが必要となり、新日鉄がタワー製作を担当

日本における風力発電の発展

政府・電力会社の動き

1990年以前 電力会社・メーカー各社：試験研究用に風力発電を導入
1990(H2)年 政府：電気事業法関連法令の改正
1992(H4)年 電力会社：「余剰電力購入制度」の導入
1997(H9)年 政府：「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」
1998(H10)年 ＮＥＤＯ：「新エネルギー導入促進対策補助金制度」

電力会社：「長期購入メニュー制度」の導入
2001(H13)年 電力会社：「グリーン電力制度」の導入

政府（総合資源エネルギー調査会）「新エネルギー導入目標」
2003(H15)年 政府：「ＲＰＳ制度」導入
2010(H22)年 政府の目標：風力発電300万kW達成

風力発電事業化への動き

電力会社への風力発電の売電が可能

新エネ事業の促進を目指す支援措置が講じられる

風力発電所建設費に対する補助が地方自治体および民間事業者に行われる

主に事業用風力発電を対象に契約期間が15-17年に延長

風力発電や太陽光発電の施設へ助成を行う制度

風力発電導入目標を30万kW→2010(H22)年300万kWに引き上げ

電力会社に販売電力量の一定割合を自然・再生可能エネルギーで賄うように義務づけ

風力発電
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充実していたことが背景にある。デンマークやドイツでは
将来的な総電力に占める風力発電の割合は、20％程度を目
標としている。
鉄構海洋事業部営業部プロジェクト営業グループの佐々
木一樹マネジャーは、次のように語る。
「私はデンマークで自然エネルギーに対する考え方、風
力発電の歴史、風力発電のしくみや運営方法などについて
研修する機会があり、風力発電に興味を抱きました。当社
でも実現できれば、という思いが今回響灘で現実になり、
今後はこの事業を通して地域発展に新たな風を吹き込んで
いけると思っています。響灘の風力発電事業は、北九州市
のエコタウン事業などの環境施策と合致して計画されてい
ます。西日本最大級の規模を誇り、港湾地区では日本初の
大型風力発電所ということもあり、同市が掲げる『環黄海
圏ハブポート構想』や『環境モデル都市』のシンボルとし
て、新たなランドマークとなるものと期待しています」

“洋上風力発電”の実機化を目指す

「洋上風力発電は、風が陸上より強く安定的に吹くこと、
景観・騒音の問題も少なく大型化が可能であることから、
陸上における風力立地が制約される日本において今後の展
開が大きく期待されます」と鉄構海洋事業部海洋エンジニ
アリング部海洋技術グループ山下篤マネジャーは語る。日
本ではまだ存在しないが、EUでは現在までに4カ国（デン
マーク、スウェーデン、オランダ、イギリス）でパイロッ
ト的な大規模洋上発電設備が稼働している。北海において
も洋上風力発電の計画が進んでおり、現在すでに2,000kW
を80基（16万kW）、中規模の火力発電所並みの設備建設が
スタートしている。洋上風力発電においては、新日鉄鉄構
海洋事業部の強みが最大限に発揮される。
「新日鉄は、海洋構造物の設計・製作・施工に関する要素
技術および若松（若松鉄構海洋センター）やタイ、インドネ
シア（バタム）の鋼構造物加工基地、海洋施工の豊富な実績
とノウハウを持っています。陸上の風力発電設備は規模や
立地上の限界がありますが、洋上では大型化が可能ですか
ら、数千トンの鋼材を吊り上げられる海上クレーン（くろ
しお）など、新日鉄が蓄積した海洋構造物の製作・施工技
術が力を発揮できると期待しています」（山下マネジャー）。

鉄構海洋事業部技術開発グループの望月孝マネジャー
は、風車の洋上立地、大型化に伴う、より厳しい環境へ対
応するための技術開発を進めている。
「より大きな羽根を実現するために、従来のFRPに炭素繊
維を複合させた高強度で軽量の材料開発を、新素材事業部
と連携して進めています。洋上風力発電では、厳しい環境
下で振動や腐食に耐えなければならないため、構造、材料
などに関するさまざまな要素技術が求められます。まさに
新日鉄にふさわしい事業だと思います」と、洋上風力発電
事業における新日鉄の優位性を強調する。さらに、新たな
技術革新の可能性も広がる。「将来的には、海洋をキーワ
ードに潮流発電・海洋温度差発電等、自然エネルギーを利
用した環境に優しい発電システムの開発が考えられます」
（望月マネジャー）。

未利用の自然エネルギーを最大限に活かす

「響灘の陸上設備では風速3.0m/sで風車が回り始め、
12m/s以上の風速で1,500kWの出力になります。洋上では、
それが約2割程度良くなると言われますので、今後、洋上
の風況を正確に評価し、最適な羽根の角度や向きを設定す
るなどの検討を進め、数年後には洋上のウインドファーム
を実現したいと思っています」と、望月マネジャーは洋上
風力発電への夢を語る。
最後に、渡辺グループリーダーは次のように締めくくっ
た。
「風力発電は、世界で最も進んだリサイクルシステムの
一つだと思っています。海洋国家日本にとって、海上で吹
く風力エネルギーはとても身近でポテンシャルを秘めた自
然エネルギーですから、それを活用しない手はありません。
2010年には目標値300万kWの3分の1を担うとされる洋上発
電の時代を見据え、着実に風力発電の経験を積み、積極的
展開を図っていきたいと思います」

特　集

新エネルギーの中でも伸びが期待される風力発電
出典：総合資源エネルギー調査会等報告書より

1999年度実績 2010年度見直し／目標
2010

1999原油換算

（万kl）

設備容量

（万kw）

原油換算

（万kl）

設備容量

（万kw）

風力 4 8 134 300 38倍

太陽光 5 21 118 482 23倍

廃棄物 115 90 552 417 5倍

6 8 34 33 6倍

太陽熱利用 98 － 439 － 4倍

未利用エネルギー（含、雪氷冷熱） 4 － 58 － 14倍

廃材その他 461 － 575 － 1.2倍

新エネルギー総供給a( a /b ) 693万kl（1.2%） 1,910万kl（3.0％程度） 約14倍

1次エネルギー総供給b 約5.9億kl 約6.0億kl程度

発
　
電
バイオマス

鉄構海洋事業部営業部
プロジェクト営業グループリーダー

渡辺正剛

鉄構海洋事業部営業部
プロジェクト営業グループ
マネジャー　佐々木一樹

鉄構海洋事業部
海洋エンジニアリング部海洋技術グループ

マネジャー　山下篤

鉄構海洋事業部
技術開発グループ
マネジャー　望月孝
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